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１－９  標準報酬の定時決定 

 
『被保険者報酬月額算定基礎届』 
 

保険料や給付金の計算の基礎となる被保険者の標準報酬は、被保険者資格を取得したと

きに決定されますが、このままにしておくと被保険者が実際に受ける報酬の額と標準報酬の額

とが年々かけ離れ、実態にそぐわなくなります。そこで毎年１回、全被保険者について標準報

酬を決定し直すことになっています。この決定を定時決定と言い、毎年７月に全事業所から

「被保険者報酬月額算定基礎届」を提出していただきます。 

 

（1）提出期限 

○毎年 7 月 1 日から 7 月 10 日まで 

※休日の場合は翌日以降の最初の営業日までに 

 

（2）提出書類 

被保険者報酬月額算定基礎届 

この手続きは磁気媒体等（CD・DVD）による提出も可能です。 

 

（3）添付書類 

・総括表（毎年算定の案内を出す際添付しますので、それをご利用ください） 

・従前月額と決定月額の間に 2 等級の差がある人の固定給変動の有無や出勤日数が少な

い人の理由が記入してある「状況表」 

・従前月額と決定月額の間に 10 万円以上差がある場合「急激な変動理由書」 

 

（4）算定基礎届の提出が必要な人 

必要な人 

5 月 31 日以前に入社（資格取得）した被保険者で、7 月 1 日

現在、在職中の人 

7 月 1 日以降に退職（資格喪失日：7 月 2 日以降）する人 

欠勤中または休職中（育児休業・介護休業を含む）の人 

健康保険法第 118 条第１項に該当する人（刑事施設等に拘

禁された人） 

必要でない人 

6 月 1 日以降に入社（資格取得）した被保険者 

6 月 30 日以前に退職（資格喪失日：7 月 1 日以前）した人 

7 月に月額変更届・育休月変・産休月変を提出する人 

8 月・9 月に月額変更届・育休月変・産休月変を提出する予定

の人 

 

（5）パートタイマーの算定方法 

○各月の報酬支払基礎日数が 17 日以上の月がある場合は、通常の算定方法で算定しま

すが、各月とも報酬支払基礎日数が 17 日未満である場合は、普通の算定方法と異なり、

報酬支払基礎日数が 15 日ある月の報酬を対象に算定を行います。その場合には、必

ず備考欄にパートタイマーの算定であることを記載してください。 

 

（6）保険者算定 

通常の方法では報酬月額の「算定が困難なとき」や算定結果が「著しく不当になる場合」は、

保険者が特別な算定方法（修正平均）によって、報酬月額を算定します。この特別な算定
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方法を「保険者算定」といいます。 

例えば、4 月・5 月・6 月の各月とも支払基礎日数 17 日未満のときや、病気欠勤や育児休

業等で 4 月・5 月・6 月の 3 ヶ月間にまったく報酬を受けないときには、従前の標準報酬月額

で決定します。 

また、4 月～6 月の報酬額をもとに算出した標準報酬月額が、過去 1 年間（前年 7 月～当

年 6 月）の月平均報酬額によって算出した標準報酬月額と 2 等級以上の差があり、当該差

が業務の性質上、例年発生することが見込まれ、本人の同意がある場合、過去 1 年間の月

平均報酬額によって算定することができます（年間平均）。 

 

（7）年間平均の申立てをする場合の追加提出書類 

・「年間報酬の平均で算定することの申立書」 （1-9-3 参照） 

・保険者算定申立に係る例年の状況、標準報酬月額の比較及び被保険者の同意等 

（1-9-4 参照） 

※上記申立をする場合、被保険者月額算定基礎届の備考欄に“年間平均”と記入してくだ

さい。 
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年間報酬の平均で算定することの申立書 
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保険者報酬月額算定基礎届・保険者算定申立てに係る例年の状
況、標準報酬月額の比較及び被保険者の同意等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【申請にあたっての注意事項】

・ この用紙は、算定基礎届をお届けいただくにあたって、年間報酬の平均で決定することを申し立てる場合に必ず提出してください。

・ この用紙は、定時決定にあたり、４、５、６月の報酬の月平均と年間報酬の月平均に２等級以上差があり、年間報酬の平均で決定

することに同意する方のみ記入してください。

・ また、被保険者の同意を得ている必要がありますので、同意欄に被保険者の自署にて氏名を記入いただくか記名のうえ押印

してください。

・ なお、標準報酬月額は、年金や傷病手当金など、被保険者が受ける保険給付の額にも影響を及ぼすことにご留意下さい。

【前年７月～当年６月の報酬額等の欄】

22 年 7 月

22 年 8 月

22 年 9 月

22 年 10 月

22 年 11 月

22 年 12 月

23 年 1 月

23 年 2 月

23 年 3 月

23 年 4 月

23 年 5 月

23 年 6 月

【標準報酬月額の比較欄】※全て事業主が記載してください。

【標準報酬月額の比較欄】の（※）部分を算出する場合は、以下にご注意ください。

【被保険者の同意欄】
私は本年の定時決定にあたり、年間報酬額の平均で決定することを希望しますので、当事業所が申立てすることに同意します。

被保険者氏名

【備考欄】

健　康　保　険
厚生年金保険

被保険者報酬月額算定基礎届・保険者算定申立に係る例年の状況、
標準報酬月額の比較及び被保険者の同意等

事業所整理記号 事業所名称 ○○○○株式会社

被 保 険 者 整 理 番 号 被 保 険 者 の 氏 名 生　年　月　日 種別

算定基礎月の報酬支払基礎日数 通貨によるものの額 現物によるものの額 合計

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

令和 日 円 円 0 円

従前の
標準報酬月額

健　康　保　険 厚 生 年 金 保 険

千円 千円

前年7月～本年6月の
合計額（※）

前年7月～本年6月の
平均額（※）

健　康　保　険 厚 生 年 金 保 険

等級 標準報酬月額 等級 標準報酬月額

円 円

本年4月～6月の
合計額（※）

本年4月～6月の
平均額（※）

健　康　保　険 厚 生 年 金 保 険

等級 標準報酬月額

千円

千円 千円

等級 標準報酬月額

等級 標準報酬月額

円 円

千円

千円

２等級以上
（○又は×）

修　正　平　均　額（※）
健　康　保　険 厚 生 年 金 保 険

等級 標準報酬月額

千円

①　支払基礎日数１７日未満の月の報酬額は除く。
②　短時間就労者の場合は、「通常の方法で算出した標準報酬月額」（当年４月～６月）の支払基礎日数を１７日以上の月の報酬の平均額とした場合
　には、「年間平均で算出した標準報酬月額」（前年７月～当年６月）も１７日以上の月の報酬の平均額。
　　　「通常の方法で算出した標準報酬月額」の支払基礎日数が１７日以上ないので、１５日以上１７日未満の月の報酬の平均額とした場合には、「年
　間平均で算出した標準報酬月額」は、支払基礎日数が１５日以上の月の報酬の平均額。

③　低額の休職給を受けた月、ストライキによる賃金カットを受けた月及び一時帰休に伴う休業手当等を受けた月を除く。
④　給与の支払いに遅配がある場合は
　ア　前年６月分以前に支払うべきであった給与の遅配分を前年７月～当年６月までに受けた場合は、その遅配分に当たる報酬の額を除く。
　イ　前年７月～当年６月までの間に本来支払うはずの報酬の一部が、当年７月以降に支払われることになった場合は、その支　払うはずだった月を除
く。
⑤　この保険者算定の要件に該当する場合は、「修正平均額」には、「前年7月～本年6月の平均額」を記入。
⑥　上記①～④に該当した場合は、その旨を【備考欄】に記入。

西　武　太　郎

様式２

円
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被保険者報酬月額算定基礎届 
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記⼊⽅法
:

:

:

③ 5-630503

:

:

:

:

:

【記⼊例】　　　　　昭和63年5⽉3⽇の場合

資格取得時に払い出しされた被保険者証の番号を、必ずご記⼊
ください。

事業所整理記号は下図を参照し、事業所の記号をご記⼊
ください。

 年間報酬の平均で算定を希望する場合には、別途、申⽴書・同意書等が必要になります。

・業務の性質上4⽉〜6⽉の報酬が例年その他の⽉と⽐較し著しく変動する場合は、年間報酬の
 平均で算定することができます。

　　　　　　　　　　　　
服等は時価により算定した額)をご記⼊ください。(健康保険組合
の場合、別途規約により定めがある場合があります。)

　　　　　　　　　　　　
⑫現物によるものの額

　　　　　　　　　　　

報酬のうち⾷事・住宅・被服・定期券等、⾦銭(通貨)以外で
⽀払われるものについてご記⼊ください。
現物によるものの額は、厚⽣労働⼤⾂によって定められた額(⾷
事･住宅については都道府県ごとに定められた価額、その他被

 ※昇給がさかのぼったためその差額が⽀給された場合は、その差額も
　　含めて記⼊し「⑧遡及⽀払額」に⽀給⽉と差額をご記⼊ください。

　　　　　　　　　　　　　　
⑪通貨によるものの額 給料･⼿当等名称を問わず労働の対償として⾦銭(通貨)で⽀払

われるすべての合計⾦額をご記⼊ください。

 　※基礎⽇数は給与⽀払⽇ではありませんので、ご注意ください。　

⽉給･週給者で⽋勤⽇数分の給与を差し引く場合は、就業規則
等で定められた⽇数から⽋勤⽇数を除いてご記⼊ください。

⑧遡及⽀払額

⑩給与計算の基礎⽇数 ⽉給･週給者は暦⽇数、⽇給･時給者は出勤⽇数等、報酬(給
与)⽀払の基礎となった⽇数をご記⼊ください。

4⽉〜6⽉の⽀払期において、遡及分の⽀払があった⽉と⽀払わ
れた遡及差額分をご記⼊ください。

　

⑦昇(降)給　 4⽉〜6⽉の⽀払期において、昇給または降給のあった⽉の⽀払⽉
を記⼊し、該当する昇給または降給の区分を〇で囲んでください。

【元号】　　　　　　１．明治　　３．⼤正　　５．昭和
　　　　　　　　 　　７．平成　　 9．令和

0　　　　　　　　　　　　　
①被保険者整理番号

③⽣年⽉⽇ 該当する元号の番号と、年⽉⽇を下図のようにご記⼊ください。

提出者記⼊欄

事　業　所
整理記号 - 1 0

酬⽉額を決定するためにご提出いただくものです。提出期間は、毎年、7⽉
1⽇〜10⽇まで。（調査を同時に実施するため、指定⽇がある場合を除く）

この届書は、毎年、7⽉1⽇現在に被保険者である⽅（6⽉1⽇以降に新たに
資格取得された⽅等を除く）について、その年の9⽉分から適⽤される標準報
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  :

:

:

:

:
:

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　「5/1→短時間労働者」と記⼊）

算定の対象となる給与⽀給⽉に被保険者区分の変更があった
 場合　⇒　（例︓5⽉に短時間労働者へ区分変更の場合、

7⽉1⽇時点ですでに退職している場合
　⇒　（例︓6⽉30⽇退職）

以下に該当する場合は、「⑱備考」欄の「9.その他」を○で囲み、
（　）内にその内容をご記⼊ください。

　　

「8.年間平均」での算定を希望する場合は○で囲み、申⽴書・同
　意書等の添付書類をご提出ください。

「6.短時間労働者」「7.パート」に該当する場合は○で囲んで
　ください。

「5.病休・育休・休職等」に該当する場合は○で囲み、その期間に
　ついて「9.その他」にご記⼊ください。

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

「4.途中⼊社」には、給与の⽀払い対象となる期間の途中から資
  格取得したことにより1カ⽉分の給与が⽀給されない場合に

  除いた⽉が算定の対象となります。）

　○で囲み、「9.その他」に⼊社（資格取得）年⽉⽇をご記⼊く
　ださい。（1カ⽉分の給与が⽀給されない⽉（途中⼊社⽉）を

⑰個⼈番号
⑱備考

　　　　　　　　　　　　
「2.⼆以上勤務」は、被保険者（70歳以上被⽤者）が2カ所
  以上の適⽤事業所で勤務している場合に○で囲んでください。

右上に決定⽉額をご記⼊ください。
記⼊不要です。

⑯修正平均額

ください。低額の休職給がある場合は、休職給の⽀払いがあった⽉
を除いた⽉数・総計をもとに平均額をご算出ください。

遅配分給与の⽀払いや昇給がさかのぼったことにより、対象⽉中に
差額分が含まれている場合は、差額分を除いた平均額をご記⼊

⑮平均額

※「パート」の場合で17⽇以上の⽉がない場合は、15⽇以上の
　⽉数で除してください。

で除して得た⾦額をご記⼊ください。算出した平均額は、1円未満
を切捨てしてください。

「⑭総計」で算出した⾦額を、「⑩給与計算の基礎⽇数」が17⽇
以上の⽉数（「短時間労働者」の場合は、11⽇以上の⽉数）

さい。

※「パート」の場合で4⽉〜6⽉の⽀払期に17⽇以上の⽉がない
場合は、15⽇以上の⽉の「⑬合計（⑪+⑫）」を総計してくだ

⾦額をご記⼊ください。

⑬合計
⑭総計　 「⑩給与計算の基礎⽇数」が17⽇以上の⽉（「短時間労働者」

の場合は、11⽇以上の⽉）の「⑬合計（⑪+⑫）」を総計した

「⑪通貨」と「⑫現物」の合計額をご記⼊ください。
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お知らせ　

・年間報酬の平均で算定することを申⽴している場合は、『被保険者報酬⽉額算定基礎届・保険
 者算定申⽴に係る例年の状況、標準報酬⽉額の⽐較及び被保険者の同意等』に記⼊した
 「修正平均額」を「⑯修正平均額」欄にご記⼊ください。

・「⑩給与計算の基礎⽇数」が17⽇（または15⽇・11⽇）以上の⽉が1⽉もない場合は、従前
 の標準報酬⽉額により決定することになります。

（「⑱備考」欄の「3.⽉額変更予定」を○で囲んでください。）

・この届書により決定された標準報酬⽉額はその年の9⽉分保険料（10⽉納付分）から適⽤と
 なります。
・7⽉、8⽉、9⽉改定の⽉額変更に該当する場合は、この算定による定時決定より⽉額変更によ
 る改定が優先されますので、『被保険者報酬⽉額変更届』を必ずご提出ください。

　及び被保険者数が常時501⼈以上の規模である企業や申出により適⽤対象となった事業所
　(特定適⽤事業所)に使⽤されていること等、⼀定の条件を満たした者をいいます。
・「パート」とは、1週間の所定労働時間および1カ⽉の所定労働⽇数が正社員の4分の3
 以上の短時間就労者をいいます。

・「短時間労働者」とは、1週間の所定労働時間または１カ⽉の所定労働⽇数が正社員の4分の
3未満の者のうち、週20時間以上勤務する者であって、国⼜は地⽅公共団体等に属する事業所


